


 Ⅰ．算定手順　　（光信号端末回線伝送機能及び光信号中継伝送機能<光信号局内伝送路を利用する場合の加算料>）

（１）通信用建物内に設置されている光信号局内伝送路に係わるもの

①創設費の算定 ②年経費の算定

 

物品費・取付費  

 
 

諸掛費  

共通割掛費  
 
 
 

（２）同一敷地内にある別の通信用建物との間の光信号局内伝送路に係わるもの

　　　　　　　　接続料の算定

端末系伝送路（加入者回線）          　

４月～６月 指 主配線盤

全　　社  定 公衆電話設備

設 主配線盤～端末系交換設備伝送路

備 端末系交換設備

７月～３月 管 端末系交換設備間伝送路

東 日 本 理 群タンデム交換設備～端末系交換設備伝送路

部 群タンデム交換設備

門 　　・

　　・

専用線ノード装置～専用線ノード装置伝送路

７月～３月 　　・

西 日 本  網改造料

 指定設備利用部門

 

 

 

指
定
電
気
通
信
設
備
接
続
会
計
規
則

設備区分別の費用明細表

会社の費用

接続料規則　第十条（指定設備管理運営費の算定の特例）

他人資本費用・自己
資本費用・利益対応
税を加算　　　０

回線数０

接続料規則

 市内通信
 機能利用
 分の補正





Ｂ．同一敷地内にある別の通信用建物との間の光信号局内伝送路に係わるもの

（１）原価の算定

区　分 光信号 備　　考

中継伝送路

①指定設備管理運営費 214,228 別紙１.費

②他人資本費 11,640 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×他人資本比率×他人資本利子率

③自己資本費 9,782 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×自己資本比率×自己資本利益率

④利益対応税 9,415









Ⅵ.他人資本利子率の算定

(1)有利子負債に対する利子率

　　有利子負債の額に対する他人資本費用の平成11年度実績とした。

3.40%

(単位：％)

年度 11

区分

3.40

(注)社債及び借入金の平均利子率である。

(2)有利子負債以外の負債の利子相当率

　　国債利回りの過去5年平均とした。

2.30%

(単位：％)

年度 7 8 9 10 11 平均

区分

3.15 2.98 2.20 1.50 1.69 2.30

(注)国債(利付・10年物)の平均利回りである。

(3)他人資本利子率

　　他人資本利子率　=　3.40%×0.593



Ⅶ.自己資本利益率の算定

1.ＣＡＰＭ的手法による自己資本利益率















（参考２）

設備区分等

　










